
よくあるご質問（Ｑ＆Ａ）

Ｑ１ 特別徴収の対象者となる基準を教えてください。

Ａ１ 公的年金に係る住民税の納税義務者のうち、４月１日現在において国民年金法に基

づく老齢基礎年金等の支払を受けている６５歳以上の方が対象です。

Ｑ２ 公的年金からの特別徴収は、本人の意志による選択制とすることはできませんか。

Ａ２ 本人の意志による選択は認められていません。地方税法により、「公的年金等所得に

係る個人住民税については、年金から特別徴収の方法により徴収する。」とされており、

次に掲げる場合を除き、原則として公的年金を受給しているすべての納税義務者が特

別徴収の対象となります。

・ 公的年金の額が１８万円未満の方

・ 介護保険の特別徴収対象被保険者でない方

・ 特別徴収税額が公的年金の年額を超える方

Ｑ３ 特別徴収の対象となる年金の種類を教えてください。

Ａ３ 特別徴収の対象となる老齢または退職を支給事由とする年金は次のとおりです。な

お、障害年金や遺族年金等は住民税上課税されないため特別徴収の対象となりません。

・国民年金法による老齢基礎年金（同法附則第９条の３第１項による老齢年金を含む。）

・昭和６０年国民年金法等の一部を改正する法律（以下「国民年金等改正法」という。）

第１条の規定による改正前の国民年金法（以下「旧国民年金法」という。）による老

齢年金及び通算老齢年金

・昭和６０年国民年金等改正法第３条の規定による改正前の厚生年金保険法（以下「旧

厚生年金保険法」という。）による老齢年金、通算老齢年金及び特例老齢年金

・昭和６０年国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（以下「国共済法等改

正法」という。）第１条の規定による改正前の国家公務員共済組合法並びに昭和６０

年国共済法等改正法第２条の規定による改正前の国家公務員等共済組合法の長期給

付に関する施行法（以下「旧国家公務員共済組合法等」という。）による退職年金、

減額退職年金及び通算退職年金昭和６０年地方公務員等共済組合法等の一部を改正

する法律（以下「地共済法等改正法」という。）第１条の規定による改正前の地方公

務員等共済組合法並びに昭和６０年地共済法等改正法第２条の規定による改正前の

地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法（以下「旧地方公務員共済等

組合法等」という。）による退職年金、減額退職年金及び通算退職年金

・昭和６０年私立学校教職員共済組合法等の一部を改正する法律第１条の規定による

改正前の私立学校教職員共済組合法（以下「旧私立学校教職員共済組合法」という。）



による退職年金、減額退職年金及び通算退職年金

・昭和６０年国民年金等改正法第５条の規定による改正前の船員保険法（以下「旧船

員保険法」という。）による老齢年金及び通算老齢年金

・移行農林年金（平成１３年厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の

統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第１６条

第６項に規定する移行農林年金をいう。）のうち退職年金、減額退職年金及び通算退

職年金

Ｑ４ 私は、特別徴収の対象となる年金を２種類受給していますが、どの年金から特別徴

収されることになりますか。

Ａ４ ２以上の年金を受給されている方の場合、その受給額の多少に関わらず、特別徴収

を行なう年金について次のとおり優先順位が決められており、高順位の１つの年金か

ら特別徴収されます。

・ 国民年金法による老齢基礎年金

・ 旧国民年金法による老齢年金等

・ 旧厚生年金保険法による老齢年金等

・ 旧船員保険法による老齢年金等

・ 旧国家公務員共済組合法等による退職年金等

・ 旧私立学校職員共済組合法による退職年金等

・ 旧地方公務員共済組合法等による退職年金等

Ｑ５ 当初、介護保険料を公的年金から特別徴収されていましたが、年度途中で保険料が

変更になったため普通徴収に切り替わりました。住民税については、このまま特別徴

収されますか。

Ａ５ 介護保険料の特別徴収の対象者でなくなった場合は、住民税においても普通徴収に

切り替わることとなります。

Ｑ６ 介護保険料と国民健康保険税（または後期高齢者医療保険料）の合計額が、年金額

の２分の１を超える場合、国民健康保険税（または後期高齢者医療保険料）について

は、公的年金からの特別徴収は行なわれませんが、住民税はどうなりますか。

Ａ６ 介護保険料と国民健康保険税（または後期高齢者医療保険料）の合計額が、年金額

の２分の１を超える場合には、国民健康保険税（または後期高齢者医療保険料）につ

いては特別徴収が行なわれず、介護保険料のみが特別徴収されることになります。こ

のとき、所得税と介護保険料を差し引いた年金残額が住民税額より大きい場合には、

住民税の特別徴収の対象となります。



Ｑ７ 介護保険料と住民税で特別徴収される年金が異なる場合がありますか。

Ａ７ 介護保険料と住民税は、同一の年金から特別徴収を行なうこととなります。ただし、

住民税の課税対象とならない障害年金や遺族年金から介護保険料が特別徴収されてい

る方は、住民税については普通徴収となります。

Ｑ８ 公的年金の所得以外に不動産所得があります。不動産所得に係る住民税についても

年金から特別徴収されますか。

Ａ８ 公的年金所得以外の所得に係る住民税については、年金からの特別徴収は行なわれ

ず、普通徴収（現金又は口座振替による納付）によることとなります。

Ｑ９ 公的年金の所得以外に給与所得があります。この給与から公的年金に係る住民税に

ついてもまとめて特別徴収できますか。

Ａ９ 公的年金に係る住民税（所得割）については、公的年金から特別徴収されます。

Ｑ10 公的年金の所得以外に給与所得があります。それぞれの住民税所得割額の算定方法

はどうなりますか。

Ａ10 各所得の額に応じて按分することとなります。

Ｑ11 公的年金の所得に係る特別徴収と給与所得に係る特別徴収の両方があります。住民

税の均等割は、どちらから特別徴収されますか。

Ａ11 給与から特別徴収されます。

Ｑ12 年度途中で住民税額が変更になりました。年金からの特別徴収税額も変更されます

か。

Ａ12 年度途中で住民税が変更になった場合には、年金からの特別徴収は中止となり、徴

収済額を除いた残額のすべてが普通徴収に切り替わります。

Ｑ13 年度途中で住民税が変更になったため特別徴収が中止されました。特別徴収の再開

は、いつからになりますか。

Ａ13 翌年度１０月の年金支給分から特別徴収が再開されます。


